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我国における流通系列化規制強化
佐 々 由 宇
昭和55年3月17日,公 正取引委員会の私的諮問機関である独 占禁止法研究会
(金沢良雄会長)は,『 流通系列化に関する独占禁止法上の取扱い』 と題する
(1)
報告書(以 下,『 独禁研報告』 と略記)を とりまとめ,公 取委委員長に提出す
ると同時に,そ の内容を公表 した。 この報告書は,競 争政策の観点か ら流通系
列化の問題点を明 らかに し,テ リトリー制 ・一店一帳合制等8つ の流通系列化
行為類型の各々についてその 「公正競争阻害牲」を検討 し,そ の改善の方向を
示唆 した ものである。
内容的には,過 去に関連審判決例のない,ま た必ず しも評価の定まっていな
いテ リトリー制に対 しても一定の基準に基づいて判断が下 されていることなど
ノ
目新 しい点もい くつか指摘でぎる。 が,総 体的には,本 報告のとりまとめに際
し,研 究会は過去の審判決を一応踏 まえており,既 にあちヒちで明らかにされ
ている各行為類型に対する公取の判断を支持するものとなってお り,し たがっ
て過去の規制の方向か ら逸脱するものではない。その意味では,こ の報告か ら
殊更新 しい衝撃を受けるべき理由はない。
とは言え,そ こでとりあげ られた行為類型のい くつかは,既 に多 くの業界で
それの 「企業経営上の合理性」の故にかな り以前か ら採用され,既 に一つの確
立 された制度として地歩を固めたものもある。 また,流 通系列化(以 下,系 列
化と略記)の 排他的側面の規制は,29年 の第2次 大正製薬事件を最後に20数 年
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(1)本 報告は,野 田實編著 ∬流通系列化と独占禁止法一独占禁止法研究会報告一』大
蔵省印刷局,昭 和55年,に 収録されている。
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の長期にわた り一切試み られなかった,と い う経緯がある。その意味では,規
制 を受ける企業の側に戸惑いと反発が生ずるのも無理か らない。
また,そ うである以上,公 取が今後流通系列化(以 下,単 に系列化と略称)
規制を進めてい く場合,そ れが業界に もた らす混乱と業界か らの抵抗を含め多
大の困雑を伴 うことは必常であ り,ま た実際問題 と して公取はこの問題につい
(2)'
てどこまでやれるのか,疑 問である。
と巧 で澗 知の如 く訟 取は近年その勲 撒 の一つに 「樋 分鴨 おけ
る競 争政 策 の展 開」 を掲 げ,「 流通 問題 」に対 し積 極的 に取組 ん できた。 ここ
に い う 「流通問題」 と言 う場 合,そ れ は勿論独禁 政策 の観 点か らみたそ れを指
してい る。 そ の観 点か ら想定 し うる 「流通 閲題」は勿論 様 々であ るが,そ の中
で系 列化は 当面 の最 重要課題 と して位置付 け られ,こ れ まで種 々検 討 ぎれ てき
た。 い ま公取 内部 でのそ の動 きの主 な ものを列挙す る と次 の如 くであ る。即 ち
,47年4月:独 占禁止懇 話会 で 「乗 用車販売業 におけ る販 売業者系 列化」を検
(4).・(5)
討;48年9月:テ リ トリー制を同懇話 会で検討;50年9月:公 取,「 流 通系列(
6)
化を め ぐる独禁法 上 の問題 点」を まとめ,同 懇 話会に報告;53年9月:流 通系
列 化,流 通 寡 占,不 公正 な取 引慣 行,流 通過程 におけ る適用除 外制度,の4点
を検 討課踵 と して独 占禁止法 研究会を再発 足,と 推移 して きてい る。そ して,
先 の 『独禁 研報告 』が,こ うした これ までの公取サ イ ドで の検 討の一環 であ る
と同 時に 当面究極 の到達点 であ ることは,言 うまで もない。
この よ うに,公 取 は,流 通系列 化につ いて理論装備 を着 凌 と行 な って きてい
る。 また,実 際の規制 面で も,殊 に40年 代後半 以後顕著 に積極的 であ る(系 列
化規 制の推移 は後述)o
② この点,公 取 も十分承知しており,報 告書に示された基準通 りの規制を直ちに実
行に移す考えはないことを,明 言 している。(昭 和55年3月18日 付新聞各紙参照)
(3)野 田實 「流通分野における独禁政策の新展開」 『ジュリス ト」No.716,1980年5
月15日号,25頁 。
(4),(5)公 正取引委員会事務局編r流 通系列化(管 理価格 ・再販制度)』 大蔵省印刷
局,昭 和49年,に 収録されている。
(6)r公 正取引』No.300,1975年10月,に 収録。
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だが,こ れ までの公取の流通規制の中でまた独禁行政の中で系列化規制ボこ
れ程までに重要視 されたことはない。違反事件にみる限 り,そ れは,独 禁行政
の極 く初期に系列化の 「排他的」側面が問擬された他,30年 代に再販類似行為
もしくは再販実効確保手段 として独禁法上の問題点が指摘されたにす ぎない。
より具体的に言えぽギ過去の独禁行政の最大の焦点は,・カルテル規制と製造段
階における寡占対策 とにあ り,独 禁行政全体に占める流通規制の比重は極めて
低かったところ,そ の流通規制の最大の眼目は再販規制におかれていた,と い
うのが実情である。そ して系列化の問題は再販規制に付随 してあるいはせいぜ
いその延長線上においてとりあげ られるにす ぎず,系 列化規制それ 自体が とり
あげられることは初期の極 く少ない事例を除けば殆どなかった。
それが,今 日では逆に,流 通規制の最重点項 目として位置付け られているば
か りか,我 国の独禁政策全体の中で一つの戦略的役割を担わされるまでに重要
視 されるようになってぎている。 こうした系列化認識の変化は,単 に机上の理
論だけのことでぱな く,現 実にも既に実行に移されている。既述の如 く,独 禁
法上久 しく問擬されず,そ の間に一つの制度的基礎を固めてしまった系列化行
為類型を今か ら完全に除去 しようとすれば,そ れには多大の困難が予想される
し,ま たそれのマーケティング・流通に及ぼす影響も極めて大きい。
それ故,公 取のこの系列化規制強化については,各 方面か ら多大の関心を集
め,様 々な問題点 ・疑問点が提起されている。実際,今 日の系列化規制は,そ
の範囲と影響度の大 きさか らして,ま た規制強化を正当化すべき理 論 的 研 究
(経済学,経 済法の両者を含めて)の 現状か らしても大いに議論の余地が残さ
れていると言わねばな らず,現 にこの問題をめ ぐっては,多 くの論者に よって
様 々な角度か ら相次いで疑問が提起されつつある。だが,本 稿ではそれ らのす
べてにわたって言及することは出来ず,さ しあた り予想される多大の困雑にも
拘 らず公取が系列化規制を強化 してぎていることの理由を,い くつかの点か ら
探 ってみ ることに したい。
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先ず,公 取による今 日の流通規制の中で系列化規制がその最重点項 目として
措定されてい ることの理由か ら,検 討を始めたい。
後述す る如 く,元 々公取による流通聞題への関与は再販を中心 として既に20
年代か ら行なわれていたが,公 取の重点施策の一つとして指定 されるに至 るの
は,52年12月 の改正独禁法施行後の ことである。そ こで,そ の当時公取が流通
問題 として何を想定 していたかを確認 し,次 いでそめ中では系列化が最大の課,
題 として当然指定されるべき立場にあったことを明らかに しよう。但 し,公 取
の公式見解と して独禁法上問題にされるべき流通問題が具体的に示されたわけ
ではな く,ま たその時 々の情勢の変化に応 じて想定され る流 通問題 も消長せざ
るを得ないか ら,こ こでは手掛 りとして,中 川政直氏のあげ られた6つ の流通
(7)
問題をとりあげ ることにする。
それによると,当 時独禁法上疑わ しいとされた流通聞題は,具 体的には,(1)
流通系列化,(2)優 越的地位の濫用,(3)市 場撹乱,(4)円 高差益の還元,(5)流 通機
構の複雑性と閉鎖性,⑥ 再販制度の幣害規制,の6点 であ る。そ して,こ れ ま
でか く想定 された各 「流通問題」に対 して,公 取は種 々の取組みを行なってき
たが,容 易に推察される如 く,差 当 り対処すべき 「流通問題」 として以上6点
を想定する限 り,流 通系列化 と優越的地位の濫用の二点に重点が置かれるのは
必然であろう。
つ まり,こ の内(4)の円高差益還元問題は,元 々昭和52～53年 当時の急激な円
高基調を背景 として提起 された ものである。これに関連 して公取は,過 去,並
行輸入制 ・国際航空運賃 ・洋書輸入におけ る円換算率について実態調査を行な
(8)
っている。だが,こ れは 「円高」なる一時的 ・短期的現象に則 して問題とされ
るものであ り,い わぽその場眼 りの問題に しかすぎない。
次に,「 流通機構の複雑性 と閉鎖性」の問題について。これは,元 々対 日輸
(7)こ の理由は,独 禁法改正後において独禁法上問題ありとされる流通問題を具体的
に列挙された最初の公取関係者が,.中川氏であったことによる。(中 川政直 「流通
問題と独占禁止政策」 『公正取引』No.336,1978年10月,所 収)
(8)公 正取引委員会事務局編 『独占禁止政策の主要課題』大蔵省印刷局,昭 和55年,
19～46頁。
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出に困難を感ずる外国企業の不満が,発 端 となった ものである。対 日輸出不振
の原因を我国流通機構のかかる性格に求める彼等の主張の妥当性については,
大いに疑問の余地がある。が,そ の点を別に.しても,こ の問題解決のために独
禁法を発動す るとすれば,更 に厄介な問題が生ず る。
つまり,複 雑性にせよ閉鎖性にせよ,そ れ らはいずれ も我国流通機構の構造
的特性を表現 した ものである。それ故,こ れを規制するには,順 序 として先ず
かかる構造的特性が 「反競争的」であると認定 される必要があ り,次 いでその
反競争的構造特性を除去するために 「構造規制」 もしくは,か かる構造特性を
もた らしている何 らかの 「不当な行為」に着 目した 「行為規制」が採 られるこ
とになる。
問題の発端に則 して考えるとすれば,「 複雑性」,「 閉鎖性」が輸入商品に
対 して構造的な参入阻止要因として機能 してお'り,そ の意味で反競争的 と認定
されるとい うことになる。が,こ こで先ずこの認定の妥当性が問題 に な 『り得
る。我国流通機構の 「複雑性」は一殺に承認され るところであるが,に も拘 ら
ずそれが少なくとも国内企業に対 して参入障壁となっているという主張は,筆
者の知る限 り,,ない。む しろ,外 国企業にとって様々な流通経路選択代案の中
か ら適切なそれを発見する能力が欠如 しているかその努力を怠っているために
「複雑性」が参入障壁 として意識 され,ま たそれ故に外国企業は適切な流通経
路利用の途か ら 「閉ざされている」 と意識されているではないか,と も思おれ
るo
仮にこの疑問が空想の産物であって,客 観的に先の2つ の性格が参入障壁 と
なっていると仮定 した場合,更 にそこでも新たな問題が生ずる。
先ず 「複雑性」を規制する際,「 構造規制」 と 「行為規制」のいずれを以 っ
てするのか,と い う問題について。先ず 「行為規制」が採 られるのは,単 数 も
しくは複数の事業者が何 らかの手段を講 じて流通機構を複雑化することに よっ
　 　 　 　
て外国製品の国内流通を阻止 した場合,で ある。 しか し,誰 かが意図的に流通
機構を複雑化 した と考えるのは,非 現実的であ り,論 外 であるσ従 って,「 複
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雑性」に対 しては一応 「構造規制」が想定 されることになるが,と するとそ こ
では次に 「選択」の問題が生ずる。
つ まり,「複雑性」の排除は当該流通機構の簡素化 ・単純化を志向することに
なるが,そ の目的達成時の帰結は,輸 入品の参加による競合商品の増加 と流通
段階における競争単位(=流 通業者)の 大規模化 と数の減少であろ う。競合品
目増 と流通寡占化のいずれを選択するのか,と い う新たなそ して決定には慎重
を要する問題が生ず る訳であ り,殊 に後者については独 占禁止法研究会がこれ
か ら本格的な検討に入ろ うと している,そ して公取の 目下の思惑に反する方向
であるだけに余計厄介な選択問題 と言わざるを得ない。
次に,「 閉鎖性」の規制についてoこ こでは 「複雑性」の規制 とは異な り,
規制の行なわれ得るかな り現実的な状況を想定 し得 る。
先ず,「 構造規制」が有意となる状況としては,例 えば次のような場合が考
えられる。即ち,様 々な名目の下に政府が各種の関税 ・非関税障壁を設定する
ことにより,実 質的に海外製品の国内流入を制限 している場合,で ある。 これ
は,極 めて現実味を帯びた馨定であり,か かる障壁を撤廃することに よって,
市場は 「開放性」に向けて大 きく前進することになる。但 し,そ の場合高度な
政治次元での国家の政策間調整が必要であるこは,言 うまでもない。
次に,「 行為規制」が有意 となる状況 としては,例 えば次の場合が考えられ
る。先ず,事 業老のボイ沼 ットによって外国商品の国内流入が阻止 されている
場合。 これは,一 般指定の一を適用するだけでよく,事 柄は簡単である。他に
国内の当該商品源通経路が専売店制等により排他的に占有 されているため外国
企業による既存流通経路利用の途が閉ざされてお り,し か も代替経路の設定が
事実上困難な場合,も あ りうる。 この場合には,一 般指定の七に基づ く規制が
可能である。が,こ れは今一つの流通問題である系列化と内容的に共通 してお
り,そ の枠内で処理可能である。
以上を要約すると,現 行独禁法上一応規制可能 と考えられるのは 「閉鎖性」
の側面であ り,.「 複雑性」についてぽ規制の法的根拠 と望ましさについて疑問
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が残ること,そ して何 よりこうした我国流通機構の性格を独禁法上の問題にす
るには,先 ず外国企業の主張の正当性を確かめてからのことでなければならな
い。即ち,「 流通系列化」規制の問題と重複する部分を除けば,か かる性格を
独禁法上の問題 として設定する場合に,そ の想定 された問題性 自体に問題があ
るのであ り,そ れ故取組みの成果があま り期待されない問題領域 と言わざるを
得ない。
次に,「 市場撹乱」と 「再販の幣害規制」について。 この うち 「市場撹乱」
には不当廉売と囮廉売とが包含 されている。勿論,両 者は概念的に別であ り,
また最近の事件で言えば 「中部読売事件」がある如 く,'一応それ自体 として独
立に とり上げる必要もあるのだが,小 売業における不当廉売である囮 廉 売 が
「不当廉売」一般の中心であった経緯 と囮廉売と再販問題とは表裏一体の関係
にあることか ら,こ こでは両老を一括 して取扱いたい。
再販規制については,30年 代以後一貫 してその強化が進め られてきたが,端
的に結論を言えぽ,53年 時点にあっては再販問題は大勢的に結着をみてお り,
最早事後処理的段階にあった,と 言ってよい。
即ち,昭 和50年7月 の和光堂㈱事件に対する最高裁判決は,ヤ ミ再販を一般
(9)
指定の八に該当 して違法 とρ公取の見解を支持 した。 これによ り,再 販許容晶
目は法定再販 ・指定再販品目のみとなった。が,指 定品目は49年9月 に大幅に
縮少され(小 売価格一容器当り千円以下の化粧品と一部医薬品),法 定品目に
ついても実態調査が行なおれると共にその見直 しが進行中である。
か くて,今 日では合法的再販実施の余地は殆 ど無 くな ってきてお り,残 され
た問題は,元 々再販許容の目的であった囮廉売の防止対策 となっている。これ
について公取は,49年9月 に再販品 目を整理 ・縮少 した際,小 売業全般にわた
って囮廉売の規制を行な うとの方針を明らかに し,「 規制方法 として小売業に
ズ9)『民集』第29巻第6号,888頁 。
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⑩
お ける不公正な取引方法 として不当廉売を特殊指定する」 ことを示唆 して い
⑪
る。次いで,公 取は,こ の特殊指定案を作成 し公聴会に諮る等種 々検討を進め
たが,案 に対す る強い反対意見と石油危機による異常な物価の高騰が不当廉売
・囮廉売の問題性を低下せ しめた等の理由か ら,指 定は行なわれないままに終
っている。
だか らと言って,不 当廉売防止の必要が無 くなったわけではなく,今 後の状
況如何では問題が再燃することもあ り得る。けれ ども,再 販については法律上
の結着をみた今,そ の事後処理的な意味 しか持たないこの問題が,流 通規制の
最重点項 目とされる可能性はない。
このようにみて くると,先の6つ の 「流通問題」の うち,残 るのは「優越的地
位の濫用」 と 「流通系列化」の2つ となる。勿論,こ の2つ は,叙 上の如きい
わば 「消去法」の結果 として重要性を付与され るのではな く,公 取のある戦略
的意図の故に,そ う目されているのである。即ち,こ れ ら2点 に着 目した 「流
通規制」1ま有効な寡占対策た りうる,と の公取の判断が,そ れである。そ しで
それが,具 体的には流通系列化規制をその中心的手段とした消費財製造部門に
おける寡占対策であることは,例 えば 「流通支配に対する独禁法の適用は,寡
⑫
占的な消費財産業における競争阻害行為を取除 くことに重要な 目的がある」,
あるいは 「流通系列化を規制す ることは,1寡 占それ 自体には必ず しも十分には
対処することが困難な独 占禁止法に とって,数 少ない寡占対策 としての意味を㈱
持つ」との土原,糸 田氏の見解において明白である。
次に 「優越的地位の濫用」 であるが,こ れは,言 うまでもな ぐ,一 般指定十
の適用の問題である。これが適用された審判決は少な く,金 融業界において役
員選任,歩 積両建が問擬されたもの2件 と,大 正製薬事件(「 規約 ・約定書を
一方的に解釈 して相手方に不当な義務を課 し,さ らにそれを励行するために取
⑩,(10公 取事務局編,前 掲書(流 通系列化),280～281頁 。
⑫ 土原陽美 「寡占と流通支配」長谷川古 ・伊従寛編r流 通問題と独禁法(1977年 度
版)』 国際商業出版,昭 和51年,109頁 。
㈱ 糸田省吾 「流通系列化と独禁法の運用」松下満雄編 『流通系列化と独禁法』,日
本経済新聞社,昭 和52年,131頁 。
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'
⑭
引保証金の没収等を もって臨んでいる点」が問擬された)1件 を数えるにす ぎ
なか った。が,50年 代に入ると,流 通分野に対 しゼその適用範囲の積極的な拡
大 と2方 向に向けての展開が試み られている。一つは,「 三越事件」に象徴 さ
れる大規模小売業者による 「濫用」規制と取引公正化のための行政指導の方向
⑯
である。そ して,「 三越事件」は 目下審判継続中であること,ま た流通業界に
1は押付け販売・協賛金の他不当返品 ・委託仕入 ・派遣店員等 々多 くの 「前時代
的」商慣習が残存 していう『とを考えると,そ れ 自体一つの独立 した公取の取
組み課題 としての資格を主張 しうる,と 言える。だが,い ま一つの方向は,一
般指定十の意義を倍加させていることの理由を示唆 している。
即ち,昭 和30年 の大正製薬事件以後久 しく絶えてなかった系列化手段に対す
る一般指定十の適用再開の方 向が,そ れである。それは,現在 までのところ,①
雪印乳業事件②明治乳業事件(第2次)及 び③ 日本楽器事件,'の3件 においてみ
られる。 この内①②では,一店一帳合制が一般指定の八に,払込制が同十に該当
すると認定され,ま た③においては特約店の販売先制限,前 払式分割支払方式
に よる予約販売契約需要者への当該契約非取扱特約店による当該契約対象 もし
ノ
くは類似商品売込みの実質的制限,特 約店への音楽教室活動の強制の3点 が,
⑯
いずれ も一般指定十に該当す ると認定されたものである。 また,① ②の他大正
製薬事件 もそ うであった ように,過 去の審決において一般指定十の単独適用の
例はなかったのに対 し,③ で初めて同号の単独適用がなされていること,し か
も 「特約店の販売先制限」について七号 ・八号 との並列適用でな く十号の単独
適用がなされていることは,公 取の最近の 「流通系列化規制」のための適用法
条に関 し十号への期待が如何に大であるかを窺わせるものである。
このように公取は,従 来の中心的適用法条である七 ・八号に十号を付加 して
「流通系列化規制」強化を計 ってきている。そ して,そ の最大の目的が,勿 論
流通系列化におけ る違法性の排除それ 自体その第一義的 目的であるがむ しろそ
のことを通 じて,殊 に消費財製造部門の寡 占対策に役立てることにあることは
(④ 『審決集(新 版皿)』115頁o
⑮ この動向の詳細については,昭和54年11月16日 付 『日経流通新聞』を参照のこと。
⑯ ①,② については,そ れぞれrNBL』152,153に 資料 として掲載された審決文
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先に引用 した公取 メソバーの発言において明らかである。そ こで,こ こに言 う
寡占対策の意味内容であるが,そ れは,糸 田氏によれば,流 通系列化規制による
ブラン ド内競争の促進を通 じての管理価格乃至寡占価格の形成 ・維持の阻止 と
oカ
い う点に求め られる。そ して,こ の考え方の背景には,流 通系列化規制→ ブラ
ン ド内競争の確保→流通段階での価格競争の確保一(製 造業者に対する価格引
下げ要求)→ 製造段階における価格の不安定化,な る一連の図式的 理 解 が あ
る。 、
だが,流 通系列化に よるブランド内競争の制限が逆にブランド問競争を促進
し,管 理価格の形成を妨げるとい う側面が一方にあ り,ブ ランド問競争を より
、 ㈱
重視すべしとする有力な意見も多い。勿論,こ の点を公取が見落 した り軽視 し
た りしているわけではない。実はブランド間競争 とブランド内競争の問題は,
法律関係者 の間では古くか ら認識されてお り,法 運用の過程で 「市場構造が寡
占状態になれば,ブ ラン ド間競争のみで良好なパフォーマンスが確 保 で き な
⑲
い」,即 ち,ブ ラン ド内 ・間の両競争を維持すべきであるとの認識に到達 した
ものである。 しか も,こ の考え方は,基 本的に昭和50年 の和光堂事件に対する
最高裁判決において支持された,と 解される。
だか らと言って公取や最高裁判決の背後にある理論が問題にならないわけで
はな く,現に多 くの論者か ら批判が行なわれている。が,こ こでは,法運用の側の
現状はブランド内競争 もブラソ ド間競争 もともに維持 ・促進すべ しとの判断が
堅持 されていることを確認するに止めその当否をめ ぐる議論には立入らない。
ところで,一 般に我国の管理価格対策を考える場合,独 禁法改正以前におい
ては価格カルテルの制限 と再販規制 とを,ま た改正後においては価格 カルテル
の規制 ・価格の同調的引上げの抑制 ・流通系列化規制の三点を指摘 し得る。改
を,ま た③についてはr公 歪取引』第309号掲載の勧告書を参照した。
Oの 糸田省吾「流通問題と優越的地位の濫用規制」『ジュリスト』No.685,1979年3月
1日号,39頁 参照。但し,こ の考えは,糸 田氏のみのものではなく,他の多くの公
取メソバー共有のものである。
⑱ この立場にたつ代蓑的論者として,例 えば野木村忠邦氏が挙げられる(同 氏 「垂
直的販売制限と独占禁止法」r経 済法』22号,昭 和54年10月)
⑲ 植木邦之 「法律的問題の争点」,長 谷川 ・伊従編,前 掲書(1977年 度版),27頁。
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正後のそれの特徴を以前 との比較でみると,お お よそ次の如 くに要約出来る。
即ち,第 一に,改 正に よって 「課微金」制度が新設 されたが,こ の制度はカ
ルテルの 「や り得」防止効果をもっと考え られ,し たがって価格 カルテル規制
についてはその法的強化が計 られた,と 考え られること;第 二に,価 格の同調
的引上げの抑制であ るが,こ れ は別に指定さかた業種(53年9月16日 現在56業
種)で 同調的値上げが行なわれた場合,公 取はその理由の報告を求めることが
できるとい うものである。そ して,「 国会に対する年次報告で概要を示 し価格
の同調的引上げについての説明を公表 し,こ れを通 じて,高 度寡占産業におけ
⑫◎
る価格形成が国民の理解 しうるものにな ることを期待す る」との趣旨の下に,
今回の改正時に新設 されたものである。ただ,法 律は元々 「原価公表制度」と
して考え られていた当初のプランか らかな り後退 してお り,ま たその実効性は
報告される内容が どの程度詳細であるかとい うことと迅速な公表 とに依存する
⑳
,ことか ら,こ の制度の不十分 さを指摘されている。実際,こ の制度の有効性に
ついては今後の成行を見る他はないが,し か し,従 来競争政策上問題 とされな
が らも独禁法違反に問われた事例のない価格先導制を典型 とする価格に関 して
共謀なぎ寡占間協調に対する規制の手掛 りとなる点は,評 価されてよい。そ し
て,最 後に系列化規制について。 これは,前2者 とは異な り,独 禁法改正によ
っで新たに付加 された要素ではない。それは,独 禁法改正 とは何 ら関係な く,
それまでの再販規制展開の過程で生 じた変化が,今 日に引継がれているのであ
る(こ の過程の詳細については後述)。 しか も,系 列化行為類型にテ リトリー
制の如き従来問擬された事例のない行為類型がとりあげられていることは規制`
範囲の拡大の一証左 として,ま た既述の如 く中心的適用法条に最近一般指定の
十が追加されていることは規制強化の証左と解 しうる点は,こ の際強調 される
べきであろ う。
このように,そ の実効性について懸念は残るが,今 日の管理価格対策は従前
㈲ 公正取引委員会事務局編r改 正独占禁止法の知識』公正取引協会,昭 和53年,58
頁。
21}正 田彬 ・実方謙二編r独 占禁止法を学ぶ』有斐閣,昭 和54年,140頁 。
、
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に比 してより広いカパレッジで,し かもより強化 された程度において進め られ
てお り,そ のことは,流 通系列化規制についても例外ではない。そ して,今 日
の管理価格対策の三本柱の一つとして組み込まれ,よ り広 くより強力な規制が
展開されつつある点にこそ,我 々は法規制の側における流通系列化規制の戦略
的意味を認知 し得るのである。,そしてまた,そ れ故にこそ,数 ある流通問題の
.中で系列化規制が公取の格別の関心を集めているのである。
ところで,系 列化規制の問題は,最 初か ら公取の独禁行政の中でこのように
大きな比重を占めていたわけではない。比較的初期の僅かな期間その排他的側
面の違法性が問われたこともあ.ったが,よ り基本的には個別再販の規制が積極
的に展開されるようになった40年 代において,再 販の実効確保手段あるいは再
販類似行為 としての取扱いを受けるにすぎなかった。それが,再 販規制展開の
過程で次第にその重要性が認識 されるよ うにな り,同 時に流通規制 ・独禁法行
政の前面に クローズアップされるに至 ったものである。
そ こで,引 続いて,系 列化に対する独禁行政の側の認識の変化が,具 体的に
どのような変化をたどりつつ今日に至っているのかを,こ れ までの再販 ・系列
化関連審判決推移に則 してみてい くことに したい。
周知の如 く,再 販(再 販売価格維持行為)規 制は,こ れまでの我国独禁政策
史上各種 「流通規制」中最大の眼 目が置かれてきた。再販行為は化粧品 ・家電
⑳
業界の一部 で既に戦前か ら行なわれていたが,独 禁法上は,昭 和28年 の改正時
に囮廉売の防止を 目的に適用除外制度が導入されたものの,最 初か ら原則 とし
て禁止の建前をとっている。実は,再 販許容品 目縮少の問題を含め,公 恥によ
る再販規制強化に向けての本格的検討が開始 されるのは,41年6月 に物価問題
懇談会が再販制度の藺題点の指摘 と提案を行なって以後のことであ り,そ の前
後か ら個別再販事件が相次いで発生 し,そ の実効確保手段 としての系列化行為
國 詳しくは,白 髭武 『現代日本の流通問題』白桃書房,昭 和49年,181～186頁 を参
照。
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(表1)
再販 ・流通系列化関係事件一覧
鞭 再 販d再 販+流 蘇 列化 ・ 流 通 系 列 化3
? ??
??
???
??
???
?
?
?
? ?? ??? ?? ?
39
40
41
「・北 海 道 パ タ ー
・中 山 太 陽 堂
・日本 コ ロ ム ビア
●野田醤油他4名
・福岡市菓子卸協
会
・日本光学(一 手販売権の供与
;排 他的取扱)
・北海道新聞(専 売店制)
.中 京ライオソ 緋 他的取引)
・大正製薬(1次)(排 他的取
引;差 別 リベー ト)
・森永乳業(排 他的取扱)
・吹 田 薬 業 会
・野 田 醤 油
・家庭電気器具
市場安定協議会
・宮城県書籍雑誌
商 組 合 員一・再販売価格維持
励 行 委 員 会
・日本写真機工業
会
・全 曹 工 業 会
・日本図書教材
会
・軽金属板製品協
会
・大正製藁(2次)(排 他的取引;
}不当嵯 別;不 当蟻 務の強要)
・山 口県時計眼
鏡貴金属商組合
連 合 会
・オ リン パス 光 学
・日本水産(取 引先制限)
・花王石鹸(取 引先制限)
・ヤクル ト(取 引先制限)
・朝日毛糸(取 引先制限)
・東京 ・大阪コクヨ会(店 会制)
隊 松(取引先制限)
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42
43
44
46
・カ ル ピ ス
・大 塚 製 薬
47
49
50
51
53
54
・明治商事(高 額払込制;報 奨
制;取 引先制限)
・森永商事(取 引先制限;忠 誠
リベート)
・和光堂(忠 誠 リベート;登 録
制)
・松下電器(取 引先制限)
・石塚特殊硝子ほか(不 当な取
引制限;事 業者団体による会
員の取引先制限)
?????????????? ?? ?? ?
・大阪東丸会(同 上)
・大阪丸金会(同 上)
・楽 しい手芸のハマナカ関東 ・
関西 ・九州代理店会(事 業者
購 編 謬の機能'翻
・神奈川県雪印牛乳協会(事 業
者団体による不公正な取引方法
の強要)
・日本光学(取 引先制限)
・武藤工業(専 売店制;取 引先
制限)
●蕪 繍
)(一店一帳舗;委
・ピジョソ(排 他条件付取引)
・フラソスベッド(専 売店制)
・グンゼ(取 引先制限;忠 誠 リ
ベート)
。白元(卸 ・小売業者の登録制)
・雪印乳業(一 店一帳合制;払
込制)
・明治乳業(同 上)
・日本楽器(販 売先制限;不 利
益な活動の強制)
・竹屋(払 込制)
・兼松スポーツ用品
(取引先制限)
・学研(排 他的取引)
険 洋精米機 襯 制、取引先
制限)
(注)1.直 接的価格拘束のみを内容とする再販売価格維持行為の違反事件
2.直 接的価格拘束を伴い,そ の実効確保手段として 「再販」を除 く 「流通系列化
行為類型」が利用された事件
3.「 再販」を除 く「流通系列化行為類型」が単独で間擬された事件
()内 は,問 擬された 「流通系列化行為類型」
我国における流通系列化規制強化の背景 35
類型が再販 と連結されて問擬されるようになり,極 く最近系列化が再販をその
一行為類型 として包摂するとい う形で推移 してきている。その点は後述すると
して,先 ず,再 販 ・系列化規制の展開の過程を,違 反事件推移に則 して み よ
う。
表1は,再 販のみが問擬 された事件 ・系列化行為類型が再販 と嫡無関係に問
擬された事件 ・その両方があわせて問擬 された事件に分類 し,摘 発順(審 判決
確定順ではない)に 並べたものである。 明らかに,そ こにはい くつかの際だっ
た特微を読み とることが出来る。
即ち,① 再販事件は40年 までは専 ら集団再販であ り,39年 の日本水産事件以
後は個別再販が中心をな していること,② 個別再販事件の大半は何 らかの系列
化行為類型を伴って問擬 されていること,③ 系列化は,比 較的初期に専 らその
排他的側面に着 目して違法性が間われた こと,④ 系列化が単独で問擬 された事
件は30年 か ら47年 の期間皆無であること,が それである。なおこれ らに対する
適用法条について付記すれば,F法 令の解釈 ・運用の変化,及 び対象事件の内容
・性格の変化に対応 して,28年 改正以前には三 ・四条,集 団再販には八条一 ・
23}
四項,個 別再販に対 しては一般指定八(従 って十九条)が 適用 されてきた。
以下,こ れ らの特徴を踏まえつつ再販規制展開の過程で流通系列化規制が最
近急激に クローズア ップされてきた理由を探ることに しよう。
実態上再販としてよりもむ しろ一般の価格協定事件 としての取扱いがなされ
た最初の4件 を別にすると,39年 の日本水産事件を境として,規 制の対象がそ
れまでの集団再販か ら系列化再販に転換 してきている。これは,長 谷川氏の指
摘にもある如 く,一 つには再販許容 ・非許容両品 目にわた り我国の生産老が昭
和37年 頃か ら本格的に販売業者の組織化 と再販実施に乗 り出してきた,と い う
事情に も由来 している(非 許容品目における実施の増加が違反事件の増加とな
⑳
って現われ るのは言 うまでもない)。
本来,再 販は,流 通段階での値崩れが激 しければ激 しい程,そ の必要性がそ
㈱ 長谷川古r再 販売価格維持制度 〔改訂版〕』商事法務研究会,昭 和54年,145頁。
⑳ 長谷川,同 上書,176頁 。
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れ丈強調されるだろう。が,そ の単独実施は価格競争上極めて不利な条件を自
ら抱え込む ことになる。つまり個別企業 としては再販実施の要望が大であれば
ある程,そ の実施を躊躇せざるを得ないとい うジレンr勃こ陥るわけであ り,そ
の意味で再販は本来的には共同実施的た らざるを得ない。が,こ の事情は,個
々の企業が 自己を価格競争の脅威か ら隔離することに成功すれば,そ の程度に
応 じて軽減 される。そ して,そ のための最も基本的且つ主要な手段が製品差別
化であることは,論 をまたない。 しかるに,我 国企業に よるマーケティングの
導入 ・展開は,こ の点なお詳細な実証分析の必要性が残されているのだが,一
般には昭和30年 の日本生産性本部によるアメリカへの トップ ・マネジメン ト使
節団の派遣以後のことであ り,所 謂高度成長の期間を通 じて急速に進展 したが
その体系構築ぽほぼ30年 代に終結 した,と 解 されている。?ま り,30年 代後半
には既に,我 国の主要 メーカーは,再 販の個別実施のための主体的条件をある
程度満た していた,と 言ってよい。
実際,違 反事件にみる限 り,40年 前後か らの再販は,一 部に 「集団的要素」
が認められるものの,基 本的趨勢と しては個別再販へと移行 してい くの で あ
る。表1で 系列化再販に分類 された事件で 「集団的要素」を持つものとしては
八条一 ・凶項適用事例と第1次 粉 ミルク事件の三社が挙げ られ るρ
前者には,東 京 ・大阪両 コクヨ会事件,醤 油業界の三事件,楽 しい手芸のハ
マナカ関係三事件,神 奈川県雪印牛乳協会事件が,あ る。 これ らはいずれ も第
八条(事 業者団体)が 適用 された点で38年 以前の再販事件 と共通 している。が
過去の事件カミ水平的に結合 した事業者団体によるものであったのに対 し,40年
以後のそれは,個 々の生産者が自己の製品の取扱販売業者を個別に組織 したも
のであるとい う点で,「 事業者団体」そのものが根本的に異なっている。つ ま
り,こ の場合,個 々の生産者は自己の製品の再販売価格維持のため に 例 え ば
「店会制」の如 き自 らの指導の下に組織 した 「団体」を利用 しているのであ り
それ故適用法条如何に拘 らず,こ れは個別再販 として規定すべきであろ う。
⑳ 橋本勲 「産業構造とマーヶティング」有冨重尋 ・柏尾昌哉編著 『日本の産業構造
とrr一ケティング』新評論,昭 和55年,30～33頁 。
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「集団性」をみ るな ら,第1次 粉 ミルク事件の方がより強い。 この事件で間
擬iされた再販行為を,森 永商事は38年5月 か ら,明 治商事は翌年8月 か ら,ま
㈱
た和光堂は同年9月 か ら,そ れぞれ別個に実施 している。それ故,形 態上はあ
くまで単独実施であるが,競 争企業が先行企業に追随 して実施 した以上,そ の
効果において,集 団再販 と何 ら異な らない。
なお,特 殊な事例 として,43年 の醤油業界3事 件がある。認定された事実に
よれば,キ ッコぬマン社が42年9月23日 に生産老価格の引上げを発表後,東 丸
社,丸 金社がそれぞれ26,27日 に追随,そ してそれぞれの特約店組織であるキ
ッコーマン会,東 丸会,丸 金会がいずれ も,生 産老価格の値上げに対処 して総
会を開き,会 員の卸売価格を決定 し,10月11日 付を以て同時実施を行なわせた
ものである。 これは,明 らかに価格先導制 と言ってよい。が,同 調的価格引上
げの規定を持たない当時の独禁法は,こ れに対 して無力であり,そ れ故特約店
会組織に よる会員の機能または活動の不当な制限を問擬することにより,そ の
規制を計 ったものと思料され る。
このように,個 々別々に違反事例をみれば,確 かに,形 式上佃別再販の形を
とり乍 ら,そ の実集団再販と規定 さるべきものがい くつかある。だが,そ れ ら
は,少 な くとも30年代にみ られたそれとは明 らかに内容を異に しているし,ま
た,よ り基本的には,昭 和30年 代初めか ら展開されてきたマーケティングの一
定の成功に よって,再 販の個別実施に踏切るメーカーが次第に増加 してきたも
のと考えてよい。
続けて,個 別再販事件の特徴をみると,事 件の大半が何 らかの系列化行為が
あわせて問擬 されており,直 接的価格拘束のみが問われたのは,41年 のオ リン
パス光学事件,42年 のカルピス事件,44年 の大塚製薬事件の僅か3件 を数える
にす ぎない点が,指 摘できる。
言 うまでもな く,あ るメーカーが販売業老 との間で再販契約を締結 した とし
㈱ 『審決集(15)』67,84,98頁,参 照。
㈲ 同上,40,45,51頁,参 照。
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ても,そ れだけでそのメーカーにとって再販売価格の確実な維持が保証される
訳では決 してない。だか ら逆に,個 々のメーカーは,再 販契約を締結する一方
で,常 にその履行状況を監視 し,忠 実な履行老に対 しては優遇措置を,ま た違
反に対 しては何 らかの罰則を課す等の措置を講 じ,そ の確実な履行確保に努め
ねばならない。 この 目的達成 のために,系 列化行為が必要不可欠であるおけで
は,決 してない。それは違反者に対する罰金 ・出荷停止等の措置が彼の営業存
続に とって禁止的な程度のものであ り,違 反者の特定が可能であ りさえすれば
それだけで も達成 される。過去の違反事件は,こ の考えが非現実的であること
を示 している。それは,一 つには大半の個別再販事件が何 らかの系列化行為類
型を伴っていることか らも,あ る程度推察可能である。が,更 に直接的価格拘
束のみが問擬 された事件をみても,そ うである。
即 ち,41年 のオ リンパス光学事件では,「代理店は…販売価格の維持について
コ
は,オ リンパス光学の指示に従い,自 らこれを遵守することは勿論,特 約店お
よび一般小売業者を指導」する義務を課 し,違 反 した場合はオ リンパス社は代
㈱
理店契約を解除出来る,と の内容が含 まれていた。 また,42年 のカルピス事件
では,「 特約店の販売 したカル ピスが少売業者または卸売業者によって同裡 の
定めた……価格を下 る価格で販売された場合には,当 該特約店に対する割戻金
〔2窃
を削減す る」 との申渡 しが,問 擬されたものである。
両事件 とも,代 理店制 ・特約店制なる流通系列化行為がそれ 自体に対 しては
何 らの措置 も命 じられなかったけれども,本 来メーカーが行な うべき再販履行
状況監視活動を代理店 ・特約店に行なわせる形で「流通系列化行為類型」が利用
されている。そ して,一 切の流通系列化行為類型を伴わない個別再販事件は,
44年 の大塚製薬事件1件 のみである。
これは,.就 中小売段階について妥当することであるが,極 めて多数の販売業
者が広範囲に散在す るどい う状況の下では,行 為者が再販履行状況を常に監視
するために要する費用が殆 どの企業に とρて禁止的規模に達す る程のものであ
㈱ 『審決集(14)』41頁 。
@9)同 上,72頁 。
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ることを物語 っている。
だが,個 別再販 と流通系列化行為類型が併用 され る理由は,こ れだけではな
い。固 より流通系列化と一 口に言っても,そ の手段は様 々であるが,そ れが一
店一帳合制 ・テ リトリー制等の顧客制限を含む場合には」 ゾランド内競争が制
限 され,こ れに よる値崩れ防止が可能になる。つまり,系 列化手段の中には再
販売価格維持効果を持つものがあ り,そ れ と直接的価格拘束 との併用は,そ の
維持効果を高めるものなのである。が,こ の両者り蜜月は,比 較的短期間に終
り,直 接的価格拘束に替わるものとしての系列化行為類型の見直 し気運が次第
に高まって くる。
その原因は,勿 論,再 販に対する法規制の強化である。即ち,直 接的価格拘
束に よる再販は,「 当然違法」と して扱われ,集 団再販には八条,個 別再販に
は一般指定の八が適用 されてきた ことは,既 に指摘 した。 この公取の法運用は
41年 のオ リンパス光学事件以来一貫 して堅持され,し か も上級裁判所に持込ま
れた事件で,次 々と支持されてきた。その過程で,企 業は公取の指定 しない品
目について再販を実施することは違法であるとの見解を否応な しに受容ざるを
得 な くなった。
勿論,だ か らと言って,企 業 の側で自己の製品の値崩れ回避の欲求が消滅す
る訳ではない。それ故,こ うした公取の再販規制強化 と上級裁判所の支持に も
拘 らず,依 然 としてヤ ミ再販が繰返され,摘 発を受けてきた。だが,他 方にお
いて,企 業の側で直接的価格拘束による再販を放念 し,実 質的にそれと同等 ・
類似㊧効果を持つ他の手段を模索する動きが,生 じた。それには例えば推奨価
格制(家 電)も あるが,何 よりも関心を集めたのは一店一帳合制 ・委託販売制
・テ リトリー制 ・顧客制限制等のブラン ド内競争制限効果を持つ系列化手段で ・
あ る。
こうした企業の側の動きに比 し,公 取サイ ドの状況をみれば,過 去再販に関
連 して部分的な問題点の指摘がなされた り検討の対象 とされた ことはあっても
系列化手段 についての独禁法上の問題点と規制方法につい て十分な理論装備が
あるおけではなかった。先に触れた独占禁止懇話会での47年 に始まる系列化検
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討の開始は,当 時の公取の理論水準を反映す るものと,解 してよい。
だが,公 取は,一 方でのこうした系列化規制に蘭連 した諸問題検討の成果を
待つことな く,現 に企業の採用 している系列化行為類型そのものに対 し,そ れ
肩 体違法性を持つ ものとして,規 制を開始 している。
し
かかる事例として指摘 されるのは,43年 の雪印乳業事件と明治乳業事件,51
年の日本楽器事件である。 この うち雪印 ・明治両乳業事件 では一店一帳合制を.
再販売価格維持手段 として明確に認定 し,一 般指定の八を,ま た払込制に対 し
{3㊥
ては同十を適用 しτいるが,こ れは再販の実施,即 ち流通段階での値崩れ防止
手段を直接的価格拘束でな く系列化行為類型に求め ようとする企業の側の新 し
い動 きと,そ れに対応す る公取の規制方法の変容を示す ものである。 また,そ
の 日本楽器事件は,そ の再販効果に全 く言及 しないで特約店の販売先制限を問
擬 し,一 般指定の十を適用す るという,従 来の規制とは全 く異なった特徴を持
⑳
っている。即ち,そ れまでの審判決にみる限 り,販 売先制限は常に直接的価格
拘束 と南わせて問擬 されてきた し,適 用法条も一般指定の八であった の で あ
る6思 うに,本 件につき販売先制限がブラン ド内競争制限に基ず く再販維持効
果が認め られる以上,ま た資本的に独立 した取引先販売業者の取引先選択の自
由を拘束す るものである以上,こ れに一般指定の八の適用を禁止すべき理由は
見当 らない。が,こ こにみ られる適用法条の拡大,即 ち系列化規制に優越的地位
の濫用を用いること,は',系列化なるマーケティング経路政策が通常 メーカーを
チ ャネル ・キ ャ『プテンとしその下に運営されることを考えると,そ の指導性の
発揮の仕方に着 目することにより,系 列化規制の大幅な容易化が期待され る。
このように,こ れまでの違反事件の推移をみて くると,我 国の再販及び系列
化規制は,先 づ集団再販のそれに始ま り,次 いで個別再販の規制に移 り,同 時
に系列化規制が再販 との関連で問凝ざれ始め,49年 頃か ら系列化行為が単独で
問擬 され るよ うに なった,と い う過 程をた どってい る。 そ して,そ の中か ら系
列化 に関 連す る部分 を拾い 出す と,規 制 の対 象 となるべき何 らか の系列化行為
〔30}いずれもrNBL』Nq152,No:153,に掲載さ乳た審決文を参照 した。.
〔3D『 公正取引』NoO9,1976年7月 号掲載の勧告書を参照 した。
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が漸 く現実性を帯びてきた40年 前後か ら規制が開始され,40年 代末か らその単
独問擬が始まっている,と い うことである。そ して,か かる変遷に規定的影響
を及ぼ したのが,公 取の再飯規制と上級裁判所に よる公取支持であった と言っ
てよいo
四
以上,今 日の我国独禁行政の中で系列化規制が大きくクローズアジプされて
いることの理由を,現 在の独禁行政の枠組,想 定 された流通問題 との比較,そ
してこれ までの再販 ・系列化規制展開の過程を回顧 しなが ら,探 ってみた。固
より独禁法についても独禁政策についても私自身全 く不案内であ り,そ れ故,
本稿では,先 ず系列化に対する法運用の側の動きを レビューす るに止まらざる
を得なか ったg.
他方,マ ーケティング論の分野か らのこの方面の研究は,最 近漸 くその緒に
ついたばか りで,そ の蓄積は極めて少ない。だが,強 化 されつつある最近の系
列化規制は,マ ーケティング ・流通の両方に対 し根本か らの再検討を促す程の
重大性を秘めてお り,今 後のマーケティング研究にとって独禁法との関連を無
視することは出来ない。私自身決 して適任者 とは言えないことを十分に承知 し
ρつ,こ の問題に取組んだ所以である。
ところで,本 稿執筆に際 し,私 見の披露 と批判を極力押えた。それは,私 に
とって全 く未知の領域に取組 もうとする場合,先 ず謙虚にその全体の輸郭を把
握すべきであ ると考えに基づ くものである。が,そ のことは系列化規制に関連
する諸問題に対 し,私 が批判や疑問を持たないことを意味するものではない。
.事 実は全 く逆であり,殊 に系列化を含め諸マーケティング活動に対す る法律
関係者や公取関係者の理解については強 く批判の気持を抱いているoが,そ れ
らの問題については,次 稿以下で取上げることとし,こ り分野に対する最初の
取組みである本稿では触れない。
